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フランス第二共和制における労働権生成 
 
遠藤啓之 
一 本稿の考察対象 
 本稿は、1848 年フランス第二共和制憲法に規定されるに至った社会権（les droits 
sociaux）、とりわけ「労働権」（le droit au travail）について、憲法制定にいたる過程で当
時のフランス政府が出したあるデクレを中心に考察することを目的とする１。そのデクレは
3 月 2 日の労働時間を固定するデクレ（le décret du 2 mars 1848, relatif à la fixation des 
heures de travail）である。このデクレは労働時間を固定するとの名称が付せられているも
のの、その実質は労働時間を短縮することが目的であるので、本稿ではこのデクレを「時
短デクレ」と呼称する。 
さて、この「時短デクレ」は当時の労働時間を一時間短縮することを目的とするもので、
パリにおいては 10 時間、その他の地域（province）においては 11 時間が最長労働時間と
された。この「時短デクレ」が制定されるに至る背景、議論を探ることで当時の政権担当
者たちが労働者の地位やその権利をどのように考えていたのかを探求し、最終的にそれが
どのような形で 11 月 4 日のフランス第二共和制憲法に反映されたのか、あるいはされなか
ったのかを考察する前提とする。 
本来、憲法が制定された後に、保障されるに至った権利を具体的に法律等の下位法によ
ってその保障を具体化するのが通常の法による権利の保障であるといえるが、1848 年のフ
ランスにおいては労働者の要求によって労働者が主体的に担った革命で王政が打倒され、
臨時政府が組織されたため、ひとまず「労働権」の保障が抽象的に宣言された。その後、
臨時政府においては様々な形で「労働権」の具体化のための諸施策がなされるが、これを
不十分と考えた労働者たちによって暴動が引き起こされた。最終的には過激な労働運動で
ある六月事件によって民主的体制が崩壊し、これによって「労働権」の保障は政治的妥協
の産物として不十分な形で 1848 年フランス第二共和制憲法に規定されるに至った（あるい
は規定すらされなかった）とされる。 
しかし、これを逆から見た場合、すなわち、最終的に憲法に規定された「労働権」は抽
象的で権利性の乏しいものであったとしても、最初の時点、すなわち二月革命とその直後
に組織された臨時政府の諸施策から六月事件によって「労働権」保障が後退するまでと、
その後の憲法制定までの過程を追うことで、初期に目指されていたものが浮き彫りにされ、
かつその後のフランス憲法における労働権をめぐる「課題」を探求できるという意義が見
出される。本稿は、「時短デクレ」を「労働権」生成の第一段階と捉えて、第二共和制憲法
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における「労働権」保障の意味の探求の前提を論じることを目的とする。 
 
二 本稿の対象と現代との関連 
1848 年は世界史において重要な年であり、ヨーロッパ各国の政治体制、憲法に与えた影
響も大きい。フランスでも 1948 年、1998 年にはそれぞれ革命 100 周年、150 周年を記念
して様々な学問上の研究がなされている２。そして、本稿で取りあげる「時短デクレ」はフ
ランス革命史における「労働権」の一つの現れとしての重要性をもつと考えられるのと同
時に、現代フランスにおける一連の労働立法改革の一端を担う法定労働時間の短縮立法と
の関連においても重要であると考えられる。すなわち、近年のフランスにおいては、EU３の
影響により労働条件の見直し、改善がなされている。そして、2000 年 1 月 19 日の法律（Loi 
n○ 2000-37）により法定労働時間は 35 時間になった４。 
 本来、労働時間は賃金と同じく、労働者と雇用者との間の雇用契約の重要な一内容をな
すものであり、また、契約自由の原則により両者の間で形成された合意に服する。しかし
ながら、高度に産業化した資本主義社会において生産手段を持たない労働者は雇用者との
契約において不利な立場に立たされることとなる。それは競合する労働者が多数存在し、
絶えず労働条件が下方修正される潜在性を有しているからである。そのままでは相対的に
優位に立つ雇用者と相対的に劣位に立つ労働者との不均衡な経済的社会的力関係により雇
用者に有利な条件で契約が結ばれ、労働者は低賃金でかつ長時間働くことを余儀なくされ
てしまう。そこで労働条件が過酷な場合は労働契約自体が人間性に反するものであるとし
てその有効性を否定されなければならないという考え方が生じる。かかる考え方を承認し、
合理的に修正された条件で契約が履行されるよう監視する役割が国家に求められる。そし
て、その前提には人間は労働によって財産を形成し、その財産によって生存するという考
え方がある。さらには、その一連の人間の営みがまさに人間の本質的権利として認められ、
保護されなければならないという人権思想がある。 
 この点において、産業革命期にあり、産業化が進行しつつあった 1848 年のフランス５に
おいて、政治的要求とともに、社会的要求６が芽生え、その結果二月革命が起こり、臨時政
府が労働者の代表を加えて組織されたことは、まさに国民のための政治を行なうという民
主主義の原則にもとづく行政が行われることを意味した。その一例として先に述べた 3 月 2
日の「時短デクレ」をあげることができる。まさに、このデクレは人間が労働によって生
存するという事実を認識した上で、より人間らしい生き方を求めて作られたものであった
といっても良い。それゆえに、当時の政権担当者たちがどのような思いでこのデクレを作
ったのかは「労働権」をはじめて成文で規定した 1848 年フランス第二共和制憲法を理解す
るうえでも重要性をもつものといえる。 
 この 3 月 2 日の「時短デクレ」はパリとその他の地域（province）でその規定する内容
が異なっており、また、労働者の蜂起である六月事件を境にフランス社会が保守化し、労
働者に対して冷淡な態度を示し始めるや否や、9 月には廃止されてしまったという不完全に
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終った面もあるが、近年の労働時間法制との関連からいっても、フランスにおける初期「労
働権」保障の具体的制度として検討に値するものである。このことは 1848 年 9 月９日デク
レと 1851 年 5 月 17 日デクレによって最長労働時間が引き延ばされとこと、その後段階的
に女性労働者および児童労働者につき 1892年 11月２日法によって最長労働時間が 11時間
と定められ、男性労働者についても 1900 年 3 月 30 日法によって最長労働時間が 11 時間と
され、以降 30 分ずつ時短が図られ、1904 年には 1848 年 3 月 2 日のデクレが定めた 10 時
間になったという経緯からも 3 月 2 日の「時短デクレ」の先駆性がうかがえる。 
 
三 本稿が考察対象とする時期 
 本稿の考察対象となる 1848 年フランス第二共和制憲法の「労働権」を理解するうえで、
1848 年当時のフランスの社会的状況と、1848 年二月革命以降 11 月 4 日の憲法制定に至る
までの憲法通史を大まかにとらえることがぜひとも必要となる。本稿では二月革命直後、
臨時政府が労働者代表及び「労働権」擁護派を擁しつつ組織され、臨時政府が共和制を宣
言し、男子普通選挙を国民に約束し、労働問題の解決のための諸施策を講じていき、4 月の
男子普通選挙を経て 5 月 4 日に制憲議会が召集され、憲法制定へ向けた具体的プロセスが
始まり、その直後の 5 月 15 日に起きた社会主義者ブランキ派による国会乱入事件、国立作
業場廃止決定に対して労働者が起こした六月事件を経て労働運動の担い手が逮捕され、「労
働権」擁護派の議員が逮捕され、または議会内においてその担い手が変化していく中で、
憲法草案の具体的審議が開始され、最終的に妥協の産物的な形で「労働権」が憲法上明文
に規定されていく時期のうち、3 月 2 日の「時短デクレ」が臨時政府によって布告される時
期を考察の時代的範囲としている。 
 
（一）1848 年フランス第二共和制憲法制定をめぐる社会的状況の概観 
当時の一般的状況としてぜひともおさえておかなければならないのは人口動態であり、
とりわけ都市部と農村部の人口の差異である。すなわち、二月革命がパリの労働者によっ
て達成され、その後 3 月、4 月の選挙延期キャンペーン、5 月 15 日事件、六月事件と、パ
リ労働者によって大きな政治問題が提起され続けたからである。そして、その後労働運動
が鎮圧された後、12 月の大統領選挙でルイ・ナポレオンが圧勝する際に大きく貢献したの
が地方の農民票であった。最終的に反革命が大多数の国民によって支持される背景には、
革命が起きた大都市パリを中心とする政治に対して、大多数の人口を占める冷遇された農
村部が保守化したという事情がある。すなわち、実際、農民は臨時政府の課した 45 サンチ
ーム（1 フラン＝100 サンチーム）付加税に失望し、5 月から 1849 年春まで反乱を各地で
起こすことになる７。 
以上のような歴史の流れにはフランス全体の社会階層の違いも大きく寄与していたので
ある。この点を具体的にみてみよう。 
1846 年当時の農村部の人口は 26,755,000 人ほどであったとされ、この数字は全人口の
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75.6％であった８。そして、地方の大半は前産業化的特徴を持っていたとされる９。1856 年
当時農林水産業に従事する者の人口比は 51.7％、製造業・鉱工業・建設業に従事する者は
26.9％、商業活動等に従事する者は 6.8％、公務員あるいは軍隊に従事する者は 14.6％であ
ったとされる１０。また、10 万人以上の都市１１に住む人口の比率は 1850 年において 4.6％
に過ぎなかった１２。人口比率でみると、1850 年当時の人口約 3600 万人のうち、28％にあ
たる 1000 万人が都市部に住み、72％にあたる 2600 万人が農村部に住み、52.5％にあたる
1900 万人が農業に従事していた１３。 
 このような人口構成をみたとき、フランスは農村中心の社会構造であったといえる。都
市への人口流入に関しては 1850 年から 1950 年までの間に、1 年あたり都市部の人口が約
17 万人増加したのに対して農村部では 10 万人の人口増加がみられたことから、10 万人以
上 15 万人位の都市への人口流入があったと考えられる１４。この傾向についてVirtonは都市
の魅力によってというよりも、農村の事情によって生まれたとする。すなわち、農村部に
おける職業の不足が近くの都市や、遠隔地にある評判の高い工業都市へと職を求めざるを
得なくさせたとする１５。この点、農村部においては人口が 1800 年から 1850 年の間にさし
たる変化が見られない（数千人単位での増加に過ぎない)のに対して、大都市においては人
口が倍増ないし数万人単位で増加している１６。この都市への人口流入１７と都市部の人口増
加により都市における労働問題が発生することとなる。 
産業に関しては、第二共和制の崩壊後の第二帝政期に本格的な産業発展を経験すること
になる。1850 年には蒸気機関を使用していた企業は 6500 に過ぎなかったが、1870 年には
23000 におよぶ１８。すなわち、1840 年代は産業化する前段階であったということができる。
そして、その特徴はイギリスに半世紀遅れたがゆえにイギリスの経験に学ぶことができた
とする。さらに、石炭の使用については 1814 年には 100 万トンであったが、1847 年には
700 万トンにのびている。 
労働条件については、Virtonが 1820 年代以降の複数の資料を参照して、さらに、1840
年に行なわれた繊維産業で働く労働者の精神的肉体的状態の調査についても参照して、当
時の状況についての一般的傾向を描いている１９。それによると、労働条件としては平均す
ると 1 日に 13 時間の実労働時間であり、これに 30 分の昼食と、1 時間の夕食時間がつき、
実際の拘束時間は 15 時間にもおよんだとされる。これを週あたりの労働時間にすると 75
から 80 時間におよぶとされ、1903 年の平均が 45 時間であり、2000 年に法定労働時間が
35 時間に定められたのと比較してその二倍であったことが分かる。さらに、労働開始年齢
については、1840 年には 8 歳、1890 年になってようやく 12、13 歳にあがるとされる。こ
れは 1903 年が 16 歳であるのと比べて非常に若年で雇用されたことが分かる２０。これらの
過酷な状況が生じたのは、激しい競争が原因であったとVirtonは分析する。この分析は当時
の社会運動の理論家でもあったルイ・ブランにも共通するところである。ルイ・ブランの
思想については本稿では直接触れないが、彼の目指した「労働の組織（l’organisation du 
travail）」はまさに産業の競争を防ぐことであり、そのための国家による労働管理であった。 
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（二）1848 年通史の概観：二月革命から「時短デクレ」制定直前まで 
１．二月革命 
1847 年 11 月 7 日にルドリュー・ロラン Ledru-Rollin が普通選挙を求めて開いた改革宴
会が各地に広がり、1848 年 2 月 22 日パリで開催される予定だった改革宴会をルイ・フィ
リップ Louis Philippe 政府の首相ギゾーGuizot が禁止したことが二月革命の直接の原因で
あった。 
社会経済的観点から二月革命の原因を探ると、1845 年、1846 年の 2 年連続のヨーロッ
パ全体における農作物の不作があり、さらには 1847 年からイギリスを中心とした投機の過
熱とその結果の株価の大暴落による経済恐慌があげられてきた２１。Louis Girardは 1846
年を繁栄の終焉であるとする２２。フランス２３に限っていうと、1846 年にロワール川la 
Loireとローヌ川le Rhôneが洪水を起こし、7 つの県（départements）で被害をもたらし、
ジャガイモの不作が必要な支援を不可能にした。また、1846 年は小麦が不作となり２４、冬
には 1817 年以来の価格水準にまで達した。ヘクトリットル（100 リットル）単位あたりの
価格が通常は 20 フランであったが、1847 年には 29 フランにまで上がり、最終的には 40
フランを超えた。政府は 1847 年 1 月まで介入しなかった。また、ヨーロッパ全体では経済
恐慌が深刻のものとなり、銀行の残高が四分の一にまで下がった。家計が生活必需品の購
入にもっぱら占められるようになり商業、工業は圧迫されていった。破産とともに失業が
増加し、給料は主食のパンの価格が二倍になった２５ちょうどそのときに下がった。当時建
設業で 80 万人が雇用されていたが、石炭業、製鉄業を恐慌が襲い、経済は麻痺した。1842
年の鉄道計画は頓挫することとなった。その後、1847 年には豊作であったため、経済危機
は和らぐが、貧困層あるいは中産階級の生活は一向に改善されず、富裕な者は結束を強め、
失業と社会不安は 1847 年と 1848 年の冬になっても続いていた。税収の悪化によって、3
億 5000 万フランの借入が必要となり、中央銀行は 200 フランを 2 億 5000 万フラン分発行
した。このように経済状況は不安定なまま 1848 年 2 月を迎えることとなった。 
1848 年 2 月 22 日に予定されていた改革宴会が禁止されたことに反対して 24 日に起こっ
たデモが、労働者を中心とするパリ民衆を巻き込んで拡大し、遂には軍隊と衝突し暴動化
した。デモは王宮へと近づき、国会は遂に占領され、機を見るに敏なラマルティーヌ
Lamartineによって共和制および臨時政府の人事が発表された。その結果、「労働権」擁護
派のルイ・ブラン２６、労働者のAlbertが書記（secrétaires）として参与する。この臨時政
府は 11 名からなり、その 11 名とはデュポンDupont（de l’Eure）、ラマルティーヌ、クレ
ミューCrémieux、アラゴArago（de l’Institut）、ルドリュー・ロラン、ガルニエ・パジェ
スGarnier-Pagès、マリMarie、アルマン・マラストArmand Marrast、フェルディナンド・
フロコンFerdinand Flocon、ルイ・ブラン、アルベールであった２７。そのうち 4 名は書記
であり、ラマルティーヌ、アラゴ、ルドリュー・ロラン、マリ、クレミューの 5 人が臨時
大臣（ministres provisoires）となった２８。この臨時政府は少数派と多数派に分けること
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ができるが、少数派はルイ・ブラン、ルドリュー・ロラン、アルベール、フロコンの 4 人
であり２９、いわば急進的改革派、「労働権」擁護派、社会主義思想家たちであったといえる。 
 この二月革命についてJean-Baptiste Duroselleは、「普通選挙とともに共和制を打ち立て
るためにすでに自由な体制を覆す民主主義的な革命である」とする３０。また、François 
Luchaireは、「資本家たちが民主主義的な共和国を望んだのに対して、労働者たちは民主主
義的でかつ社会的な共和国を期待した３１」と評している。 
この臨時政府はその顔ぶれからも分かるとおり、雑多な寄せ集めであり、一方では旧王
政期からの有力者として共和主義者が実権を握る一方で、二月革命を成し遂げたのが労働
者階級であった以上、労働者の声を無視できないため、ルイ・ブランやアルベールのよう
な労働者を代表する者も取り込まなければならないという事情があった。人事によって分
かるように、ルイ・ブラン、アルベールを閑職へ追いやったうえに、臨時政府はLuxembourg
に労働委員会を設置することを口実に、彼らを地理的にも政権中枢から遠ざけた３２。最初
の臨時政府内の不和は国旗に関する論争であり、「赤旗」を主張するルイ・ブランに対して
ラマルティーヌが「赤旗」が血に染められ呪わしいものであり、共和国の伝統と栄光とし
ての「三色旗」を国旗にすべきであるとの演説を行ない、これによってこの問題はひとま
ず臨時政府内の共和派に有利に解決する。しかし、より重大な問題は「労働権」をめぐる
問題であった。 
 
２．革命直後の臨時政府の労働問題に関する諸施策 
臨時政府は 24 日に旧議会（La Chambre）の解散と国民議会を開催し、すべての市民の
投票に必要な諸措置を取ることを約束する３３。 
25 日の夜には臨時政府は人民に「人民の権限を再組織し、労働を生み出す静穏を取り戻
す」ことを首都と人民に対して呼びかける。そして、「暴動の扇動が仕事を不足させている」
と訴える３４。労働者を平和的に説得することが秩序を回復させるのに不可欠であったこと
がうかがえる。 
26 日、臨時政府は国立作業場（Ateliers Nationaux）の即時建設を布告する３５。そして、
この布告の責任者を公土木事業大臣にする。すなわち、マリがこの任に当たることになっ
たのであるが、彼自身が保守派であったため、臨時政府がこの役を労働者代表にあえて与
えなかったのには理由があった。ルイ・ブランはすでに 1840 年にその著書の中で「労働の
組織」を主張しており、国家管理による労働提供組織を作ろうと主張していた。また、労
働者代表のアルベールをこの任に当たらせることも、臨時政府としては不都合であったこ
とがうかがえる。その結果、国立作業場は運河、鉄道、排水溝等を建設する土木事業を提
供するだけのものになってしまう。その例として、マリは 27 日にordonnanceを出し、国家
が出費をして計画している建物の建築の仕事を直ちに再開すること、施工主は直ちに建設
現場を再組織することを命じた。そして、労働者に向けては 28 日付けの決定で 3 月 1 日か
ら公共土木事業が組織されることを宣言し、参加したい労働者はすべて受け入れる意向を
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表明し、それぞれのパリの区長に対して出頭するよう呼びかけた３６。一方で、28 日同日、
約 2000 人の労働者が市庁舎（l’Hôtel-de-ville）に集まり、臨時政府に対して労働の組織に
取り組むように要求する３７。 
29 日には労働者に対する長く不公正な苦しみに終止符を打ち、労働の正当な対価を直ち
に保障することを目的として労働者のための政府委員会（Commission de gouvernement 
pour les travailleurs）を発足させることを決定する３８。そして、場所をリュクサンブール
宮殿（le palais du Luxembourg）におくことになったため、この委員会はリュクサンブー
ル委員会と呼ばれることになる。その委員長にはルイ・ブランが、副委員長にはアルベー
ルが選任され、さらに労働者の代表および雇用者の代表が集められ、労働問題について話
し合った３９。そして、この同じ日の三時に、５,６千人の労働者がいくつかの団体を作って
市庁舎に集まり労働大臣、すなわち進歩大臣（ministère du progrés）を創設することを要
求する４０。これに対して臨時政府側はアラゴ、ルイ・ブラン、マリ、ベートモンが対応し、
ルイ・ブランは「リュクサンブール宮殿に明日から労働者のため政府委員会が創設され、
労働者が自ら選出した労働者代表とともに直ちにその活動を始める」ことを人々に伝えた。
そして、ルイ・ブランはさらに「臨時政府の力は人民の信頼にあり、人民の力はその穏健
さに存する」、「毅然とした態度をもって悪意に向かわねばならず、人民の平穏さによって
政府は討議にとって必要な精神の自由を持てる」と述べる。このルイ・ブランの言葉から
分かるように、臨時政府は労働者に対して急進的な要求を控えるように求める必要があり、
その力が爆発しないように特別に配慮を要していたことが明らかである。  
この点、北川はリュクサンブール委員会が設立されたことの性格について、R. Gossezの
文献から、「『労働の組織省（un ministère de l’organisation du travail）』あるいは『進歩
省（un ministère du Progrés）』の設置による「労働の組織」の準備、賃金増額・労働時間
削減などの要求の実現を求める数千名の労働者の示威行動に対する譲歩として設立され
た」とする４１。 
 
３．リュクサンブール委員会の活動とその評価 
3 月１日にリュクサンブール委員会は活動を始める。臨時政府のメンバーは３月２日付け
の Le Moniteur Universel で市民に対して次のような声明を発表する。 
 
 「市民諸君 
 労働者のための政府委員会はまさに今日その活動を始めた。少し前に特権を持った立法
者たち、すなわち貴族院議員が占めていた席に、今度は人民が実際の権利を獲得し主権の
存在を示すために座るのである。 
 我々の同胞である労働者たちは我々の前で我々とともに我々にとって重要な価値につい
て話し合った。彼らは自由な人間にふさわしい平静さと尊厳をもって話し合った。我々は
彼らの願いを受け、それらが直ちに実現されるために、我々はあらゆる職業が政府委員に
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召集される代表を選ぶことを決定した。 
様々な地位の代表を選ぶことによって政府委員会が完全になることを期待して、我々は
労働時間と下請負（marchandage）の廃止に関する問題を解決することに専念する。 
そして、市民諸君、現在、諸君は仕事を再開しようとせきたてられている。そして諸君
は一時間の遅れが祖国にとって国庫の浪費であると心配している。諸君は共和制の臨時政
府の力の一端であり心配の一端である。 
共和制臨時政府は諸君をいとおしく思っている。諸君、臨時政府を信じて欲しい、そし
て、臨時政府が諸君以上に諸君の幸福を願ってやまないということを知って欲しい。４２」 
 
ここからリュクサンブール委員会が、労働者の代表を委員会に送り込むだけではなくて、
その職業構成にも気を配るということ、さらに労働問題の解決として、二つの問題、すな
わち、労働時間の問題と下請負（いわゆるマルシャンダージュ）の廃止の問題について取
り組む姿勢であることが分かる。しかし、ルイ・ブラン自身はこれらの問題に即時に取り
組むことよりも労働者と雇用者による代表組織を作ることのほうを目指していた４３。 
リュクサンブール委員会の活動については北川がその構成、役割、評価についてすでに
概観を説明している４４。それによると、その構成は 231 名の雇主代表、699 名の労働者代
表からなり、3 月 1 日から 5 月 16 日に廃止されるまで活動した。 
その活動を北川は 5 つに分ける。 
すなわち、 
（１）労働者の労働条件に関する要求を臨時政府に伝達し立法化させること 
（２）労使間の紛争の調停 
（３）「労働の組織」の具体的プランの作成 
（４）「労働者生産協同組合」の設立の指導 
（５）制憲議会選挙への対策 
である。 
 ここで、リュクサンブール委員会の活動に対する評価を少し追ってみたい。 
 北川はこれらのうち（１）の活動以外にみるべき成果はなかったとする。そして、これ
らのリュクサンブール委員会の活動以上にリュクサンブール委員会の存在自体が労働者代
表に労働運動の拠点を与えたとしてその役割に注目する４５。 
 これに対して、ルイ・ブラン自身は国の支出によりパリに無料職業紹介所「労働登録所」
を創設することの承認を臨時政府から得られたこと、および 3 月 29 日にパン屋の組合がス
トを起こしてパンを供給しなくなったときにリュクサンブール委員会が介入してこれを調
停し、パリを飢餓から救ったことを委員会の活動として指摘している４６。 
 さらに、菊谷達彌は「この委員会は、多くの労働立法の他に、労働紛争の仲裁に関して
果たした役割も大きい。委員会は、一八四八年三月には、モンシャナン鉱山労働者の罷業
のとき、団体協約を締結させた。同年四月には、鉛・亜鉛労働者について、労使間に労働
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時間、賃金、下請負の廃止等について団体協約を締結させ、同じ四月、採石労働の罷業に
も仲裁を行なった。」として、リュクサンブール委員会の活動を評価している４７。 
Gérard Lyon-Caenはこのリュクサンブール委員会を労働者代表が参加する労働省の萌
芽としてとらえ、最初の労働者の闘争からパリ・コミューンへ至る 1848 年世代の社会主義
の一環として労働に関する立法と位置付ける。そして、1848 年にフランスにおいて取られ
た一連の労働問題改革が全く新しい原則に基づいて現れたことを指摘する４８。 
また、阪上孝はリュクサンブール委員会の行なった仕事を 4 つにわけた上で次のように
評価する。「労働下請制の廃止と労働時間の短縮」を「緊急を要する問題である…労働者の
永年来の要求」とする。「労働の組織化の具体的プランの作成」を「委員会の本来の使命」
とし、リュクサンブール委員会によって 4 月 26 日に提出された「一般報告」は労働派の選
挙敗北後には、意味を持たなかったとする。「労使間の紛争の調停」を多数のストライキの
発生に直面した「リュクサンブール委員会の大きな仕事」としつつも、調停の事例が 10 に
過ぎないことから、「大きな成果をあげたとはいえない」とする。「生産協同組織の形成」
についてはルイ・ブランの求めていた「社会的作業場（Ateliers Sociaux）」に近かったが、
私的企業との競争に勝てず失敗に終ったとする４９。その上で、リュクサンブール委員会の
評価について、ブルジョア共和派と労働者の間の巧妙な妥協の産物としつつも、労働者が
自らの組織化の場を提供した点について一定の評価を与える５０。そして、議会あるいは社
会主義的エリートと民衆との二重構造の中に、「労働者自身の要求と組織化」という「異質
の空間」を作り出したと表現する５１。すなわち、労働者が自らを組織化し、臨時政府ある
いは制憲議会ともルイ・ブランとも決別して、自らの組織を形成していったことを評価す
るのである。 
リュクサンブール委員会の廃止は、ルイ・ブランが委員長を辞任したことが直接の原因
であった。その後、リュクサンブール委員会が解体した後も、制憲議会選挙対策として形
成された「セーヌ県労働者中央委員会」は、「合同コルポラシオン協会」を結成し、労働の
組織化と選挙対策を目的として労働者たちによる討議の場として機能するが六月事件によ
って解体してしまう５２。 
 一方、中村睦男は、この予算も、権限も持たないリュクサンブール委員会がルイ・ブラ
ン、アルベールに対する「しくまれた一種の罠」であったとするPaul Bastidを参照し、「一
種の諮問機関」であったと評価する５３。中村もまた先の論者たちと同じく、調査と諮問に
役割が限定されたこのリュクサンブール委員会の実際に果たした役割は大きなものではな
かったとする。しかし、その一方で、「労働者が初めて政府の委員会に参加し、一方では労
働者の条件改善のための政府の立法の草案を提出し、他方雇主も労働者の間の紛争に介入
したことは、当時の労働者の役割の重要性と社会問題の配慮を示すものとして非常に大き
な意義があるものといえる５４」として、その存在自体と、役割自体の象徴的意味に肯定的
評価を与えている。 
これらの全面的肯定論ではないとしても、一部分を肯定する見解に対して、マルクスは
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リュクサンブール委員会の存在を労働者の資本家への妥協の産物であり、到底肯定しえな
いものであるとして、全面的に否定する。少し長いが彼のリュクサンブール委員会評を見
てみよう。 
「財政、商業、公共事業の諸省とならび、銀行および取引所とならんで、社会主義的会
堂が建設された。そこの祭司長のルイ・ブランとアルベールとが約束の聖地を発見して新
しい福音を伝え、パリのプロレタリアートに仕事を与えるという任務を帯びたのである。
すべての世俗的な国家権力と異なって、彼らは予算を持たず執行権力も持たなかった。彼
らは頭をブルジョア社会の土台柱にぶつけてゆくほかはなかった。リュクサンブールが賢
人の石（卑金属に変じると信じられた石、中世の錬金術師が発見しようと努めた。５５）を
探しているあいだに、市庁舎では世間に通用する鋳貨が作られていた。 
だがそうはいっても、パリ・プロレタリアートの要求が、ブルジョア共和制以上のもの
に高まっていったかぎり、それは、リュクサンブール委員会という曖昧な存在よりほかの
存在を獲得することはできなかったのだ。 
労働者はブルジョアジーと協力して二月革命を遂行した。そして、ブルジョアジーと肩
をならべて彼ら自身の利益を実現しようと努力した。たとえば彼らは、臨時政府自身のう
ちに、ブルジョア的多数派と肩をならべて一人の労働者を入閣させたのである。労働の組
織！けれども、賃労働、これこそ現存のブルジョア的な労働の組織なのだ。この組織がな
ければ、資本も、ブルジョアジーも、ブルジョア的社会も存在しなくなる。独自の労働省！
けれども、財政、商業、公共事業の諸省こそブルジョア的な労働省ではないか？そこで、
これと肩をならべるプロレタリア的な労働省ということになれば、それは無力な省、おぼ
つかない希望の省、つまりリュクサンブール委員会である他はないだろう５６。」 
その後、議会でルイ・ブランはアルベールとともにリュクサンブール委員会の委員長お
よび副委員長を辞職することを伝える。その際、彼は革命によって誕生した労働者のため
の政府委員会が大臣をもたないできたことを指摘し、人民に、そして今では人民の代表者
に対してのみ従属していることを述べる。そして、国民議会が主権を取り戻したからその
職を辞するのであると理由を述べる５７。彼はさらに、辞任したのは制憲議会が立法府に引
き継がれるまでいかなる公職にもつかないことで自らの解決策を暗示するほうを選んだか
らであるとしている５８。 
以上のようにリュクサンブール委員会に対してはその具体的活動よりも存在の象徴的意
味に対する肯定的評価がなされている。この点、次に見る 3 月 2 日デクレの制定以外に労
使協調の模索、労働者の利益を代弁する常設的機関の設置という点で充分に評価できる。
政府を構成する者が委員会の長となったということも、人事面における労働者の影響力の
反映として評価できる。そして、4月26日にはリュクサンブール委員会によって一般報告５９
がなされたが、そこでは国家の公正な介入による平等の達成、労使の協調が目指されるべ
き原理として提言されており労働者の権利保障に対する国家の役割の重要性の認識ととも
に、その責任についても自覚されている。このことは「労働権」保障の具体的内容、具体
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的方策を模索するために労働者の代表が主体的に参加し、討議したことを示すものであり、
リュクサンブール委員会の先駆的性格を示すものである。 
 
四 労働時間に関する 3 月 2 日デクレをめぐる議論 
 革命の火付け役となった改革宴会が求めていたものは普通選挙であり、これらの活動は
主に、旧議会の議員であった共和主義者、各種新聞を発行していたジャーナリストたちで
あった。また労働者はパンを要求していたのであるが、労働の保障と同時に、政府が労働
問題に積極的に取り組むこともまた求められていた。労働者が求めたものとしては、「労働
時間」、「最低賃金・賃上げ」、「労働の提供（ルイ・ブランや社会主義者の目指したところ
の「労働の組織」）」、「下請負（marchandage）の廃止６０」「労働省」があげられる。とこ
ろで、後に 5 月の国会乱入事件を引き起こすことになる革命家ブランキは 3 月 2 日のまさ
に「時短デクレ」が布告されたその日にクラブで臨時政府に対する要求を採択する。その
内容は 9 つの事項にわたるが、出版・言論の自由および結社の自由の完全で無制限の保障
であった６１。 
一方、ルイ・ブランは 2 月 28 日にフロコンFloconを公共慈善大臣（ministère de la 
Bienfaisance publique）に、自分を改革大臣（ministère du Progrès）に任命することを提
案した６２。この提案は失敗におわるが、その後も労働担当大臣の創設を求める声は労働者
側からも上がり、最終的にリュクサンブール委員会の創設などに結実していったのは先に
見たとおりである。 
 ここでは、リュクサンブール委員会の活動として 3 月 2 日の「時短デクレ」が成立する
に至る経緯と、それが罰則を伴って強化されていく過程について、臨時政府の「労働権」
実現の一施策としてとらえたうえでその意義について探っていく。この「労働時間の短縮」
が「労働権」の具体的一内容としてどのようなものとして認識されていたのかを探ること
こそがその目的である。そして、労働時間という労働条件の重要な一部分を政府が罰則を
もって規制することについての立法者意思についても探りたい。 
 
１．3 月 2 日の労働時間の固定に関するデクレ 
 3 月 2日にリュクサンブール委員会は労働時間を一時間短縮し、下請労働（marchandage）
を廃止するデクレを発布する６３。その理由を以下のように説明する。 
 すなわち、「長時間にわたる肉体労働が労働者の健康を害するのみならず，その知性の開
花を妨げ、人間の尊厳を害すること」、「下請労働業者によって労働者が搾取されることは
本質的に不正であり、過酷であり、友愛の原則に反するものであること」を考慮したので
ある。 
 このデクレの結果、パリにおいて労働時間は 10 時間に、地方においては 11 時間に短縮
された。ここに見られる思想は、労働者の人間としての尊厳をまもるために、長時間の労
働は許されず、また、労働時間から解放されることによって、人間としての知性を開花さ
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せるための文化的活動に従事することができるようになるというものである。さらには、
友愛の精神はここにおいて労働者が下請業者によって搾取されている現状を打破するとい
う形で発揮されている。この点、労働者をお互いが搾取する目的を持たない労働者の結社
に関しては marchandage としてはみなされず、それゆえに労働者の自発的結社及び労働の
組織は尊重されている。前者の「時短」に関する立法理由についてはリュクサンブール委
員会でのルイ・ブランの発言が直接にこれに対応するものであるから、後に再度確認する。 
 
２．リュクサンブール委員会における「労働権」論議 
 先にふれた 3 月 2 日の「時短デクレ」は 3 月 1 日に活動を開始したリュクサンブール委
員会が 3 月 2 日に決議したものである。ここで、3 月 1 日および 2 日の議事録からこの「時
短デクレ」に関わる発言を拾い出したい。 
 3 月 1 日の議事に参加したのは様々な同業組合（corporations）からの代表者である労働
者が 150 人から 200 人であった。ルイ・ブランの短い談話の要約によれば、リュクサンブ
ール委員会の存在意義を彼は「労働者が歴史上初めて政府とともに自らの大問題に対して
取り組むべく召集された６４」と述べている。そして、彼はリュクサンブール委員会の目的
を「労働に関するあらゆる問題の調査をすること、国民議会に提出する法案において労働
問題の解決を準備すること、暫定的に労働者の最も緊急な要求を聞き入れること、正当と
認められる要求についてそれを認定すること」をあげる６５。これに続いて、数人の労働者
たちが早急に解決を求めるものとして 2 つの要求を出す。それがすなわち、先にふれた 3
月 2 日のデクレの内容となる「労働時間の短縮（réduction du nombre des heures de 
travail）」と「下請負の廃止（abolition du marchandage）」であった。 
 会議の後、主要な産業の代表となる雇用者に対して総会開催の通知と召集がなされた。
そして、3 月 2 日に会議が催される。「時短」に関しても他の案件と同様に難なく承認され、
臨時政府は直ちにデクレを制定した。 
 この「時短デクレ」に関して、翌日の 3 月 3 日の会議においてルイ・ブランは、労働委
員会が形成途上にあり、時間に追われながらも、労働時間の短縮に成功し、労働者の健康
に配慮することと労働者が知性を発達するために一時間多く与えられたことを評価し、こ
のことは仕事にとって有用であると評価する６６。また、Le Moniteur 紙上においても、労
働者である市民への呼びかけとして、3 月 3 日付けで再度パリにおける労働時間があらゆる
職業に対して 10 時間に固定されたことを宣言する６７。また、先のルイ・ブランの発言の要
旨であるこのデクレの目的についても言及されている。 
 
 「労働者の市民諸君 
 実質労働時間を固定する 1848 年 3 月 2 日のデクレが、例外的に労働が 12 時間であるい
くつかの作業場から釈明要求を引き起こしたことに鑑みて、 
 このデクレの表現から見られるように、臨時政府の意図は労働者の英気を養うことであ
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り、労働者の知性のために時間をつくることであったのであることに鑑みて、 
 労働者のための政府委員会の委員長および副委員長としては知ってもらいたいと思って
いる。 
 すなわち、パリおよびパリ郊外において実労働時間はあらゆる職業に対して 10 時間に固
定される。 
労働者のための政府委員会委員長、副委員長 
ルイ・ブラン、アルベール（労働者）６８」 
 
 こうして、リュクサンブール委員会は初期の段階においてルイ・ブランの主導の下に着
実に労働者の要求に応えつつ、雇用者に労働者の権利を認めさせていったと評価できる。
その一方で、雇用者の側が完全には「時短デクレ」を守っていなかったということも推察
でき、それがリュクサンブール委員会に対する釈明の要求という異議申立てを生んだのだ
といえる。 
 この後、3 月 5 日の会議より、リュクサンブール委員会は最も懸案とされている「労働の
組織l’organisation du travail」の問題に取り掛かる６９。本稿での直接の対象ではないので
詳細に触れることはしないが、この問題はルイ・ブランが追究していた問題であり、国家
による労働の管理と労働者による自主的決定がその根幹的思想であったといえる。そして、
同名の書が 1840 年に発行されており、失敗に終った国立作業場Ateliers Nationauxはそも
そもルイ・ブランの目指していた社会作業場Ateliers Sociauxの形式的模倣であった。 
 その後、3 月 9 日にリュクサンブール委員会は「時短デクレ」について、再度雇用者から
その実施の困難を伝えられたことを受けて次のような布告をなす。 
 「雇用者の中に、実労働時間を 10 時間に定め下請負を廃止する 1848 年 3 月 2 日のデク
レの実施が困難であると抗議する者がいるとのことなので、 
 労働者のための政府委員会の議長および副議長は、臨時政府によって決定された諸措置
を厳格かつ誠実に執行することが公共の安寧に関する問題であり、臨時政府が断固として
これに取り組むことを呼びかける。 
 また、突きつけられたいくつかの質問に答えて、議長および副議長は公衆に対して、労
働日の固定に関するデクレは男性の労働のみに適用されるだけではなく女性の労働に対し
ても適用されることを通知する。 
労働者のための政府委員会委員長、副委員長 
ルイ・ブラン、アルベール７０」 
 
このように二度にわたって「時短デクレ」の実施を呼びかけるところを見ると、雇用者
の側にとって、「時短デクレ」が厄介であり、またそれゆえに完全に守られていなかったこ
とをうかがわせる。 
 3 月 10 日には、リュクサンブール委員会の総会が開かれ、パリから様々な同業組合の労
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働者代表が参加し、その数は 250 近かった７１。ルイ・ブランの演説は多岐にわたるが、労
働者に対するオマージュ（賛辞）として、ルイ・ブランは「革命の翌日に人民が何を求め
たのか」と問いかけ、「英雄的な熟慮に基づいて感動的な要求である」と答える。そして、
労働時間の短縮が何を意味するかについて、これを求めた労働者にとっては、一つには同
胞に対してもっと雇用を与えること、すなわち、ワークシェアリングがその意図であり、
そして、もう一つには 3 月 3 日のLe Moniteur Universel紙上でも述べられているのと同じ
理由、すなわち少なくとも一時間の労働時間短縮による、知性と心の通った生活を送るこ
とができることがその意図であったと述べる７２。これに対して会場は拍手をもって応える。
そして、競争、機械、結社による連帯などの労働問題について述べた後、労働者のための
政府委員会の目的について触れ、労働者の境遇について、その物質的な改善のみならず、
精神面においても改善が問題となっていることを指摘する７３。 
 
３．3 月 2 日デクレの強化 
 3 月 2 日の「時短デクレ」はその後も雇用者側の理解の不十分さによってリュクサンブー
ル委員会の懸案となり続けた７４。ルイ・ブランとアルベールは 14 日付で次のような布告を
出す。 
 
 「フランス各地から送られてきたいくつかの手紙に応えて、労働者のための政府委員会
の委員長および副委員長は、これを最後に、1848 年 3 月 2 日のデクレによってあらゆる作
業場において労働時間があらゆる県において 11 時間に統一して固定されたということを通
知する。 
労働者のための政府委員会の委員長および副委員長 
ルイ・ブラン、アルベール７５」 
 
 しかし、その翌日にリュクサンブール委員会はこの問題に取り組まなければならなかっ
た。すなわち、3 月 15 日にも同様の以下のようなデクレを出すこととなったのである。 
 
 「一方で 1848 年 3 月 2 日のデクレに反して雇用者たちが 12 時間以上の実労働を要求す
る意図を表明していること 
 他方で、労働者たちが 10 時間以下の労働を話していること 
 という情報を得て、労働者のための政府委員会の議長および副議長は 3 月 2 日デクレの
厳格な実施を市民の愛国心に託す。 
 雇用者諸君、今日の諸君のより大きな利益はできる限り正しいことすべてと一致するこ
とであるということ、来るべき秩序、現在の安全はこれにかかっているということを知っ
ていただきたい。 
 そして、労働者諸君、もし諸君が不可能を望むのであれば自分自身に重大な損害がおよ
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ぶこと、いままで諸君が穏健であったがために諸君の大義に与えられてきた崇高さを自ら
損ないかねないことを忘れないように。 
 労働時間を決定する時、共和制臨時政府はあらゆる困難を考慮に入れなければならなか
った。 
 労働を制限しないことは働く者の普遍的な要求のもつ正当性を誤解することであった。
労働を過度に制限することは多くの働き手を雇用する工場を破滅させる危険をおかすこと
であった。現実の状況において、外国との競争をより難しくさせる危険に身を曝すことで
あった。 
 雇用者と労働者が最も重要なものを見失わないことが肝要なのである。 
    労働者のための政府委員会議長および副議長 
                       ルイ・ブラン、アルベール７６」 
 
 このデクレは雇用者のみならず労働者も 3 月 2 日の「時短デクレ」に対して不満を抱い
ていることを表している。だが、雇用者はそもそも 3 月 2 日の「時短デクレ」の存在その
ものに対して不満を抱いているのに対して、労働者の側は更なる「時短」を求めていたこ
とがうかがえる。 
 この後、3 月 21 日に今度は臨時政府によって 3 月 2 日のデクレに関して新たな布告がな
されることとなる。これは下請負禁止違反に関するアレテであるが、これにより 3 月 2 日
デクレに違反した者は罰せられることになった。 
 
 「労働者のための政府委員会の報告を受けて 
 実労働時間を定め、下請負の方法によって労働者を搾取することを廃止した 3 月 2 日の
デクレが、後者の条項に触れる部分について普遍的に実施されていないことに鑑みて、 
 このデクレに含まれる二つの条項は同じ重要性をもつものであり、法律としての効力を
当然にもつものであることに鑑みて、 
 労働問題をその責務とする共和制の臨時政府は以下のように決定する 
 下請負の方法による労働者のあらゆる搾取は、初犯の場合 50 から 100 フランの罰金によ
って、再犯の場合 200 フランの罰金によって、また二度目の再犯の場合 1 カ月から 6 カ月
の禁錮（emprisonnement）によって罰せられる。罰金による収益は労働不能の者を救済す
るために使われる。 
    臨時政府担当者 
     デュポン、アラゴ、ラマルティーヌ、マリ、ルドリュー・ロラン、クレミュー、
ガルニエ・パジェス、ルイ・ブラン、マラスト、アルベール、フロコン 
    臨時政府書記    
 パニェール７７」 
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 4 月 4 日、今度は労働時間に関して罰則がつけられることになる。 
 
 「労働者のための政府委員会の報告を受けて 
 1848 年 3 月 2 日のデクレのパリにおける実労働時間の固定に関する部分に罰則
（sanction）を付することが重要であることに鑑みて 
 臨時政府は布告（décrète）する 
 10 時間以上の実労働を労働者に対して要求したすべての工場長（chef d’atelier）は、初
犯の場合 50 から 100 フランの罰金によって、再犯の場合 200 フランの罰金によって、また
二度目の再犯の場合１カ月から 6 カ月の禁錮（emprisonnement）によって罰せられる。罰
金による収益は労働不能の者を救済するために使われる。 
 政府会議において決定、1848 年 4 月 4 日 
    臨時政府担当者 
     デュポン、アラゴ、ラマルティーヌ、マリ、ルドリュー・ロラン、クレミュー、
ガルニエ・パジェス、ルイ・ブラン、マラスト、アルベール、フロコン 
    臨時政府書記    
            パニェール７８」 
 
 こうして、「時短」と下請負に関する 3 月 2 日のデクレは罰則を付されることとなった。
これは契約の自由を前提として、雇用者と労働者を対等の契約当事者と考えて放任してき
た状態から、労働契約の契約条件が労働者にとって絶えず不利になってしまうという事実
を認識した上で、労働者にとっても雇用者にとっても妥結可能な範囲を模索して 10時間（あ
るいは 11 時間）という最高労働時間の「法定」へと労働者の地位が改善されたことを意味
する。そして、労働問題は他にも最低賃金、労働の組織（雇用の創出、労働者による自主
的労働管理）といった課題を抱えたまま、初の男子普通選挙を経て制憲議会での議論へと
舞台を移していくことになる。 
 
五 まとめ 
 本稿では 3 月 2 日の「時短デクレ」が制定され、それに罰則が付されて強化されるまで
のリュクサンブール委員会の活動とそこにおける「労働権」論議をみてきた。ここで明ら
かになったことは、臨時政府のルイ・ブランには具体的な労働問題よりも「労働の組織」
の方に関心があったことと、労働者自身が自らの労働条件の改善に対して要求を行なって
いたこと、雇用者の側では 3 月 2 日の「時短デクレ」が疎ましい存在であったということ
である。 
 一方、Labrousseはこのデクレが包括的なものであったことを指摘し、評価する７９。 
 ルイ・ブラン自身は「労働権」に関してはこれを労働者の要求としてみた上で、その実
質を「あらゆる人間に対して、その共同体の資源の制限内で、その人の要求に応じて」認
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められる権利としてとらえている８０。 
 このデクレによって国家が労働条件を監視する体制が出来上がり、その履行を、罰則を
もって強制するという法体系の整備も名目上は見られた。そして、労働時間を監督すると
いう思想は 9 月 9 日の「時短デクレ」を廃止するデクレにも残ることとなる。また、これ
まで 1841 年法では児童労働のみが対象であったが、この 3 月 2 日の「時短デクレ」によっ
て法律によって労働条件を管理するその対象が全労働に拡大されたことも特筆に価する。
なぜならば、一部の労働者に対して規定するのではなく、すべての労働者に対して規定さ
れることとなったからである。もちろんこの「時短デクレ」が労働者の「労働権」を直接
要求できる権利として実現させるわけではないが、少なくとも政府や議会の構成によって
は労働者を保護する規定を法律化することができることを実証して見せた。 
 本稿では、1848 年フランス第二共和制成立直後の臨時政府が制定した 3 月 2 日の「時短
デクレ」を考察することで、第二共和制憲法という現実に先行したもう一つの「労働権」
を見出した。そこでは、資本主義的生産の拡大再生産のための労働力保護を目的とした労
働立法ではなく、労働者自らが求め、かつ政府もそれに応える形で「労働権」保障のため
にこのデクレを制定したことが分かった。その目的とは労働者の人たるに値する生活を保
障することであり、知性の開花であった。この「時短デクレ」を形骸化させないように、
臨時政府は罰則も付加したが、これらがどこまで実効的であったかについては否定的な見
解が多かった。しかし、児童・女子労働に限定せず、すべての労働者に適用される包括的
立法という形で制定されたこのデクレは国家の労働条件介入権という形で新たな次元を切
り開いたものであった。 
また、リュクサンブール委員会のメンバーであったルイ・ブランのワークシェアリング
という考え方はまさに近年のＥＵおよびフランスにおける労働時間短縮と結びついた考え
方のさきがけとなるものであった。このように、「時短デクレ」は単に歴史の一時点におけ
る現象たるにとどまらない、重要な歴史的意味を持つものであった。それゆえ、この「時
短デクレ」を実効的なものにすべく、罰則を付加し、労働者のみならず雇用者からも意見
を聴取してきたリュクサンブール委員会の活動は、様々な批判もあるが、政府の労働問題
への積極的介入という点で高く評価できると考える。 
 本稿で取り上げた「時短デクレ」が後に制憲議会における「労働権」論争を経て、5 月、
6 月の労働権擁護派衰退の原因となる動乱によって、ついには第二共和制憲法で妥協の産物
としての「労働権」保障規定が憲法に盛り込まれるに至った過程については別稿で考察す
る。 
 
注 
 
 
１ これまでの先行研究では 1848 年フランス第二共和制憲法は「労働権」を承認してい
ないと見ている。すなわち、結局規定されたのは国家の「義務」であり、国民の「権利」
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ではないと評価するのである。 
 一方で、「社会権」としては憲法上規定されたとみるものもある。中村義孝『フラン
ス憲法史集成』（法律文化社、2003 年）142 頁、中村睦男「フランスにおける社会権の
発展（二）」北大法学論集第 15 巻第 1 号 177 頁。 
２ その一例として、1948 年にはPUFより一連のシリーズが刊行され、また、1998 年
にはヨーロッパ各国の 1848 年革命史を記述する試みがEUによってもなされた。 
３ 労働時間の調整に関するEC指令（Direction）が出たのは 1993 年 11 月 23 日であり、
当時はまだECであったが、現在ではEUがフランスに大きな影響を及ぼしているのは周
知の事実である。 
４ この法律の具体的な内容については本稿では触れない。詳細は日本労働研究機構編
『フランスの労働事情』（日本労働研究機構、平成 13 年）89 頁以下が詳しい。 
５フランスの「資本制生産様式」は二つに区分される。すなわち、19 世紀初頭から 1844 年
ごろまでの綿業・紡績業中心の時期と、1855 年以降の鉄鋼・機械工業中心の時期である（河
野健二編『資料フランス初期社会主義―二月革命とその思想―』（平凡社、1979 年）440 頁）。 
６ すでにリヨンにおいて 1831 年には労働者による反乱が起きている。 
７ 西川長夫「1848 年革命とフランスの農民」阪上孝編『1848 年国家装置と民衆』（ミ
ネルヴァ書房、1985 年）306～31１頁）。 
８ Price, Roger, Documents on the French Revolution of 1848, St. Martin’s Press, Inc., 
1996, p.2. 
 ちなみに、1851 年のフランスの総人口は約 35,783,000 人であった（B.R. Mitchell, 
European historical statistics, 1750-1970, Columbia University Press, 1975 p.20）。 
９ Price, op. cit. 
１０ Robert Gildea, Barricades and Borders: Europe 1800-1914, Oxford University 
Press, 1996, p.4. 
１１ 人口 10 万人以上の都市としてボルドー、リヨン、マルセイユ、パリ（人口 100 万
人以上）、ルーアンがある。また、トゥールーズも 1850 年当時 9 万人以上の人口を擁
していた。Paul Bairoch, Jean Batou et Pierre Chèvre, La Population des villes 
européennes : banque de données et analyse sommaire des résultats = The 
Population of European cities : data bank and short summary of results : 800-1850, 
Genève, Droz, 1988, pp.23-31. 
１２ Id. at p.8. 
１３ P. Virton, op. cit., p.32. 
１４ Id, at p.37. 
１５ Ibid. 
１６ Paul Bairoch, op. cit. 
１７ ルイ・シュヴァリエの研究によればパリへの流入人口は 1841 年から 1846 年までの
間、一年単位で見ると少なく見積もっても 25000 人はあったとされる（ルイ・シュヴ
ァリエ、喜安朗他訳『労働階級と危険な階級 19 世紀前半のパリ』218~9 頁）。 
１８ P. Virton, op. cit., p.31.  
１９ Id. at pp.39-41 et suiv.なお、Virtonの参照にしている資料はいずれも当時の産業社
会の悲惨さについて記述したものであることがその書名から分かる。 
２０ Id. at p.47. 
２１ この歴史観はマルクス史観的な見方であり、この考え方に対してはもはや否定され
ているとする論者もいる。河野健二「1848 年と資本主義の発展」『思想』645 号 1978
年 3 頁。河野は景気循環の中で不況期にあっても革命が発生しなかったことがあったと
Mar.2008 フランス第二共和制における労働権生成 41
 
 
指摘している。 
２２ Louis Girard, La Revolution de 1848(1848-1849), Marcel Reinhard (dir), Histoire 
de france, Librairie Larousse, 1954, p.254.  
２３ Ibid, Jean-Baptiste Duroselle, L’Europe de 1815 a nos jours, Presses 
universitaires de france, 1993, p.117, et L. Girard, M. Bonnefous, J. Rudel, 
1848-1914, Bordas, 1966, p.5. 
２４ 小麦が 1845 年の 5400 トンであったのに対して、翌 1846 年には 4550 トンに、ジ
ャガイモが1844年の8950トンであったのに対して1845年、1846年にはそれぞれ5920
トン、5970 トンの産出量であった（B.R. Mitchell, op. cit., p.240）。 
２５ パンの価格に関しては二等品質で 1843 年 24.08 サンチーム、1844 年 26.66 サンチ
ーム、1845 年 25.33 サンチーム、1846 年 31.91 サンチーム、1847 年 42.55 サンチー
ム、1848 年 21.83 サンチーム、1849 年 20.75 サンチームという数値を喜安朗がHusson, 
A.の文献から紹介している（喜安朗「労働者の生活圏と労働運動」『思想』645 号 1978
年 81 頁註（1））。 
２６ 彼自身はジャーナリストであったが、青年期にArrasで労働者と触れ合う機会をも
ったことで社会主義思想が芽生え、労働問題、とりわけその改善に関心を持つに至った
とされる。Leo A. Loubère, Louis Blanc; His life and his contribution to the rise of 
french Jacobin-Socialism, Greenwood Press, Publishers, 1965, p.6. 
２７ Le Moniteur Universel, 25 Février 1848, p.499. 
２８ Paul Bastid, Doctrines et Institutions Politiques de la Seconde République, Tome
Ⅰ, Librairie Hachette, 1945, p.120. なお、デュポンは臨時政府の総裁（Président）、
ラマルティーヌは外務大臣、ルドリュー・ロランは内務大臣、アラゴは海事大臣、マリ
は公土木事業（travaux publics）大臣に就任した。Le Moniteur Universel, op. cit. 
２９ Bastid, op. cit., p.122. 
３０ Duroselle, op. cit., p.117. 
３１ Luchaire, François, La Protection Constitutionnelle des Droits et des Libertés, 
Economica, 1987, p.28.また、カール・マルクスは「こうして労働者階級の代表者は臨
時政府の椅子から追放されて、臨時政府内のブルジョア的部分が本当の国家権力と行政
の手綱を独占的に握った。」と述べている。カール・マルクス「フランスにおける階級
闘争」マルクス=エンゲルス選集刊行会『マルクス=エンゲルス選集第五巻上』大月書
店 1951 年 11~12 頁。 
３２ ところで、リュクサンブール委員会においてルイ・ブランとアルベールはその進退
をともにしたが、二人は 2 月 29 日に初めて対面することになったとルイ・ブランは記
している。Blanc, L., 1848. Historical Revelation: inscribed to Lord Normanby, 
London, Chapman and Hall,1858, p.98. 
３３ これらを臨時政府はarrêtéの形で表明する。これは当時のデクレ（décret）とは異
なるものである。Le Moniteur Universel, 25 Février, p.499. 
 ここで少し補足をしておく。Garnier-Pagès (éd), Dictionnaire Politique 
Encyclopédie du langage et de la Science Politique, 7e éd Librairie Pagnerre, 1868 に
よれば「アレテ」は公権力の行為の形式の一つであり、大臣がその権限事項の一つを規
定する決定、あるいは行政作用を遂行することを個人に申し付けたときの決定である
（p.101）。「デクレ」は革命期の議会の行為であるとされ、帝政期の執政のもとであら
われたものであり、法律を提案しあるいは可決される前にそれを撤回する権利であると
される。これは破棄院においても憲法によって法律としての効力を認められてきたと説
明されている（p.308）。これらは憲法に反しない限り法律としての効力を持ち、義務を
 共愛学園前橋国際大学論集 No.8 42 
 
 
課す行為として定義される（pp.546-7）。 
３４ Le Moniteur Universel, 26 Février 1848, p.503. 
３５ Id. at p.507.なお、このデクレには臨時政府の個々人の署名はなく、末尾には単に、
共和国臨時政府構成員とだけ記されている。 
３６ Le Moniteur Universel, 28 Février 1848, p.511. 
３７ Le Moniteur Universel, 29 Février 1848, p.517. 
３８ Id. at p.515. 
３９ リュクサンブール委員会における議論については中村睦男および北川善英の先行
研究がある。中村睦男前掲論文（二）および北川善英「二月革命と『労働権（Le droit 
au travail）』―フランス人権史の一考察（二）―」名古屋大学法政論集 82 号 1979 年。 
４０ Le Moniteur Universel, 1 Mars, p.520. 
４１ 北川、前掲論文（一）、43 頁。 
４２ Le Moniteur Universel, 2 Mars, p.523. 
４３ Blanc, op. cit., pp.127-8. 
４４ 北川、前掲論文（二）、136 頁以下。 
４５ 同上、137 頁。 
４６ Blanc, op. cit., pp.147, 152-3. 
４７ 菊谷達彌「フランス労働争議権の史的発展と理論形成（一）」鹿児島大学法学論集
第 26 巻第 1 号 1990 年 36 頁。 
４８ Gérard Lyon-Caen, Manuel de Droit du Travail et de la Sécurité social, L.G.D.J, 
1955, pp.11-12. 
４９ 阪上孝『フランス社会主義―管理か自立か―』（新評論、1981 年）133~137 頁。 
５０ 同上、137~138 頁。 
５１ 同上、138 頁。 
５２ 同上、140~142 頁。 
５３ 中村睦男、前掲論文（二）、160~161 頁。 
５４ 同上、162 頁。 
５５ カール・マルクス、前掲書、37 頁註（15）。 
５６ 同上、12 頁。 
５７ Le Moniteur Universel, 9 Mai 1848, p.1000. 
５８ Blanc, op. cit., p.389. 
５９ 一般報告については阪上孝の訳出を参照した（「労働者のための政府委員会一般報告
‐一八四八年四月二六日」、河野健二、前掲書、368~382 頁）。 
６０ 大山盛義「労働者供給活動に関する規制立法の生成と展開」都立大法学 39 巻 2 号
がこの点につき詳しい。 
６１ Sylvain Molinier, Blanqui, Collection du Centenaire de la Revolution de 1848, 
P.U.F, 1948, Actes du Congres Historique du Centenaire de la Révolution de 1848, 
P.U.F, 1948. pp.36-37. 
６２ Bastid, op. cit., t.1., p.121. 
６３ Le Moniteur Universel 3 mars 1848, p.529. 
６４ Emile de Girardin, Le Droit au Travail au Luxenbourg et à l’Assemblée National, 
Michel Lévy Frères, Libraires Déiteurs, 1849, p.6. 
 なお、ルイ・ブラン自身は「目標を実現するためのあらゆる手段を完全に与えられた
特別な政府の省を速やかに創設すること」を目指していた。Blanc, op. cit., p.89.彼の提
案は受け入れられず、特にラマルティーヌは国民議会にゆだねるべきであるとして、大
Mar.2008 フランス第二共和制における労働権生成 43
 
反対をしたが、ルイ・ブランが臨時政府を辞任することを述べると、ガルニエ・パジェ
スとアラゴが彼を説得して、調査のための予算も権限も持たない労働委員会の創設を提
案し、ルイ・ブランもこれに折れた。Blanc, op. cit., pp.90-1. 
６５ Emile de Girardin, op. cit., p.6. 
６６ Id. at pp.14-16. 
６７ Le Moniteur Universel, 4 Mars 1848, p.537. 
６８ Ibid. 
６９ Emile de Girardin, op. cit., p.17, et suiv. 
７０ Id. at pp.28-29. 
７１ Id. at p.29. 
７２ Id. at pp.32-33. 
７３ Id. at p.36. 
７４ Loustauはこの「時短デクレ」を履行させるべくルイ・ブランがリュクサンブール
委員会でこのデクレの罰則化、その強化を目指して活動したことを指摘している。
Loustau, Pierre, Louis Blanc à La Commission du Luxembourg, Thèse pour le 
doctorat Imprimerie Bonvalot-Jouve, 1908 p.138. 
７５ Emile de Girardin, op. cit., p.45., et Le Moniteur universel, 15 Mars 1848 p.613. 
７６ Le Moniteur universel, 16 Mars 1848, p.618., et Emile de Girardin op. cit. 
pp.45-46. 
７７ Le Moniteur universel, 22 Mars 1848, p.655, et Emile de Girardin, op. cit., 
pp.82-83. 
 なお、このデクレに関しては大山がすでに訳出している。本稿では訳出に際して参照
した。大山、前掲論文、551 頁。ただし、大山の文献では 1848 年が 1948 年と誤って
記載されているので指摘しておく。 
７８ Le Moniteur Universel, 5 Avril 1848, p.765. 
７９ D’apres les notes du cours de Labrousse, M. E., Le Mouvement Ouvrier et les 
Idées Sociales en France de 1815 à la fin du XIXe Siècle, 1954, p.219. 
８０ Blanc, op. cit., p.109. 
 共愛学園前橋国際大学論集 No.8 44 
Abstract 
The origin of the right to work in the Second Republic 
 
Hiroyuki Endo 
The object of this article is to search the origin of the right to work in the 
Second Republic. It is the first time that the right to work was written in the 
Constitution. “Le décret du 2 mars 1848”, which is concerned with the fixation of the 
hours of work, is one of the appearances of the origin. 
The era of the Second Republic is very important in the world history. And it is 
also important in the study of the French Constitution in Japan. But, the importance of 
the Constitution of Second Republic has not been estimated properly. 
 The purpose of “Le décret du 2 mars 1848” is to diminish the hours of the daily 
work. It means that the government has the power and the duty to interfere in the 
situation of the condition of work. And it means also that the right to work is guaranteed. 
The Constitution of the Second Republic guarantees the right to work in writing. 
 I think that “Le décret du 2 mars 1848” is the origin of the right to work in the 
Second Republic, because the provisional government has been approved by the people. 
We can understand what the right to work means, studying the importance of “Le décret 
du 2 mars 1848”. 
